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建設分野は多様な環境問題を抱えて い る
o
温暖化ガス の 削減は嚢界全体の 問題であるo 個別 の構

造物 の環境性能向上は勿論重要だが
､ 既存の ストックの 運用 こそが今後 の動向を左右する｡ 業界全体

として どう取り組む べ きか
､ という社会的考察が求められ て い る｡ 廃棄物問題は

､ 日本国内における深刻

な課題 で あるo なか でも高度成長期に建設された R C 構造物 の解体は近く大きな問題となると予測され

て い る
o

一 方 で高品質再生骨材をはじめとする技術的取り組みも進ん で い る｡ 新技術の 普及速度と需

要 バ ラン ス
､ 経済性 ､

工場立地性という複合的な評価が求められ て い る｡

一 方 で
､ 既存の L C A ツ ー ル ･ 環境評価指標は

､
建設分野 の抱える社会的･ 都市的な視点による環

境評価を実行 できな い
o 本来､ 単体の 工 業製品

､ 単体の製造プ ロ セ ス を評価対象として い たからである
｡

評価対象となる
■
資源循環の モ デル 化 の時点 で

､ 社会因子 ､ 時間因子 ､ 地理 因子とい っ た重要な環境要

因を排除 して しま っ たもの が大半 で あるo 本研究で は
､
｢ 社会的な因子｣ ｢ 時間的な因子｣ ｢ 地理的な因

子｣ を考慮した資源循環シミ ュ レ ー ショ ン シ ス テ ム E c o M A の 開発 を行 っ た
?
こ の 開発 を通 じて

､ 従来 は

考慮 で きな か っ た資源循環 の 社会経済的な挙動 ･ 変動を明らか にし
､ 都市 ･ 社会レ ベ ル で の 環境評価

の枠組みを構築した
｡

第 二章で は社会因子 に つ い て マ ル チ エ ー ジ ェ ントシ ス テ ムを用 い て モ デ ル 化を行い
､
E c o M A に 実

装した｡ 市場にお ける価格競争や交渉に つ い て は エ
ー ジ ェ ント同 士 の メッ セ ー ジ交換に拠りモ デル 化 し

た
｡ 各企業 ･ 自治体 の 運 営方針が マ テリア ル フ ロ ー に直撃与 える影響に つ い て は

､ 原材料選 定戦略とし

て モ デ ル 化 した｡
モ デル を用 い て加 熱すりもみ型 高品質再生骨材 の 実用化 の コ ン クリ ー ト廃棄物抑制

効果 に つ い て 検討し
､
E c o M A の イベ ントモ デ ル が環境負荷 の 社会的側 面 の 検討 に有用 で あることを

示 し た｡ 経済状況や経営戦略 に ある仮定を置くことで
､ 現状 の社会問題に対して解決策が提示 で きる

可能性を示した
｡

第三章 で はグラフ 理論とイ ベ ントモ デ ル を用い て時間因子 に つ い て モ デル化を行い
､
∈c o M A に実

装したo 需要と廃棄に関する社会的な変化に つ い て はイベ ントモ デル を用い て 実装を行 っ た
｡
また

､ 経

済的情勢 の変化に つ い て は
､
G V エ ー ジェ ントがメッ セ ー ジを発することにより

､
P L エ ー

ジ ェ ント
､
T R

エ ー ジ ェ ントの戦略が変わることにより実装した
｡

モ デル を用 い て 建築物の 長寿命化 の コ ンクリ
ー

ト廃棄

物抑制効果に つ い て検討し
､
E c o M A の イ ベ ントモ デル が環境負荷の 時間的側面の 検討に有用 で ある

ことを示した
｡ 本来､ 時間的側面 の 検討には

､
ミクロ 経済的な経営戦略､ 技術開発速度など時間的な意

思決定の 変動に関する全産業的な調査 が不 可欠で ある｡ 他の産業分野も含め て環境負荷に関して時

間的側面に焦点をあて た実地調査は ほとん ど行われ て い ない
｡
これは既存 の 環境評価手法自体がそう



した実地調査デ ー タを活用 できるモ デル と機能をがもっ て い な か っ たからで ある
｡ 本研究は

､ 今後全産

業的に必要になる環境負荷 の時間的評価にお い て 基盤的なシス テム となりうる｡

第四章で 臥 地理因子 に つ い て モ デル化を行い
､ E c o M A に実装したo 既存 の統計資料との対応を

目的として セ ル 分割により空間を モ デ ル化した
｡ 距離算出に つ い て は直線距離か らの算出 モ デ ル とし

た
o 提案した地理分布 モ デル を用い て 生 コ ン の協同販売シ ス テ ム

､
生 コ ン とセメント会社の 資本系列 関

係が輸送距離 ･ 輸送環境負荷に与える影響に つ い て 検討 した
｡ 現状の シ ス テ ム には輸送コ スト面で改

善の 可能性があることが示された｡ 地 理的側面 の 検討には
､

工場の規模の 偏在や渋滞による遅延 ､ 用

途地域とい っ た都市計画的要素が重要となる
｡
特に

､ 再生骨材の ような新規材料 工 場を何処 に導入す

るか というの は非常に大きな制約条件が与えられる｡
E c o M A で はそうした複雑な社会的制約を同時に

盛り込める
o 本項 における地理因子 の モ デル化は ､ 今盛の都市政策的な提案を行うための 基盤となるも

の で ある｡

A p p e n di x で は
､ 各検討に用い られた聞き取り調査

､ 文 献調査 の結果を示 した. 建設分野
､
道路分野 ､

コ ンクリ
ー

ト材料分野 に おけるイ ン ベ ントリを構築し､ 工場 ･ 企業ス ケ
ー

ル で の 分析として 整理 した
.
これ

らの調査成果は
､ 現時点の コ ンクリ ー

ト材料分野にお い て は先駆的なデ ー タべ -

-ス で ある｡

第玉 章で は結論として本シ ス テム の 今後の 可能性を提示したo 廃棄物 のリサイク ル ･リユ
ー ス にお ける

需給バ ラン ス
､ 特にリサイクル 材料同 士 の 需給 バ ラ ンス は ､ 本シ ス テ ム の 有用性を発揮できる分野 で あ

る｡ 商習慣を契機として材料の調達経路が変わる
､ あるい は調 達材料が変わるとい っ た状況 で あれば

､

E c o M A は有効な評価ツ
ー

ルとなり得る
｡ 新材料が地域社会に与 える環 卦 経済イン パ クト評価にお い

て は
､

マ ル チ エ
ー ジ ェ ン トシ ス≠ム による個別 の 工 場 に つ い て も需給 バ ラン ス 分析が重 要となる｡

E c o M A で は任意の 地理的分布を持 つ 需要発生 モ デル を導入可 能で ありサプライチ ェ
ー

ン の ア ン バ ラ

ン スさや建設 ストック の 分布を評価 で きるo
コ ン パ クトシティ

ー や職住分離とい っ たコ ン セ プトの政策的試

行の観点 からも本シ ス テ ム は有用 で ある｡




